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２）従来の枠組みを超えた防災・減災対策の提案 

激甚化する風水害や大地震に対しては、従来の技術だけでは防災・減災対策に限界がある。建

設コンサルタントとして、国土基盤技術を総合的に活用した、流域治水やグリーンインフラなど

の技術開発を進め、河川区域だけにとどまらないハード・ソフトの両面から国土強靱化に向けて

の提案を行っていく。 

・流域総合水管理の推進 

「流域総合水管理」とは、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化や渇水リスクの増大、

水インフラの老朽化等の多様化・深刻化する水をめぐる課題に対し、これまで進めてきた流域治

水に加え水利用・流域環境についても一体で捉え、流域に関わるあらゆる関係者（行政・企業・

住民など）が協働して取り組む考え方である。図 3-3-23 に示す、①水災害被害の最小化、②水の

恵みの最大化、③水でつながる豊かな環境の最大化の実現に向け、流域治水・水利用・流域環境

の各々の目的間の利益相反の調整や相乗効果の発現を図り、個別最適から全体最適な水管理の実

現を目指すものである。建設コンサルタントは具体的な施策の計画、調査、設計、管理に関わる

業務を実施している。 

 
出典：国土交通省ホームページ「流域総合水管理のあり方について」答申の概要 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001905005.pdf 
図 3-3-23 流域総合水管理の背景と具体的な取組み内容 

 

３）ICT を活用したインフラ施設の維持管理検討 

今後、老朽化した施設が大量に発生するなか、限られた人的資源と予算の状況において、イン

フラ施設の効率的なメンテナンスや災害時の迅速な復旧対応が必要となる。そのためには、施設

の現状を効率よく把握するための計測技術（遠隔ロボット、ドローン等（水陸を問わず））の活
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用、その結果を高い精度で解析するための 3 次元データの活用、AI による画像解析などを活用し

た DX 関連技術の開発を進め、効率化と精度向上を図っていく。 

・ドローン活用によるインフラ施設の維持管理の事例（図 3-3-24） 

これまで、職員等“人”が実施していた河川巡視や点検等に“ドローン”を活用することで高度

化、効率化、省力化が図られ、安全性も向上している。陸上・水中レーザードローンで計測し

た点群データから堤防、河道の変状を精度よく把握し、維持管理の高度化を図っている。 

 

 
出典：国土交通省ホームページ「令和５年度 水管理・国土保全局関係 予算概算要求概要」 

https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/yosan/gaiyou/yosan/r05/yosangaiyou_r501.pdf 
図 3-3-24 ドローン活用によるインフラ施設の維持管理事例 

 

3-3-5 道路空間の新しい使い方 

（１）はじめに 

道路空間は、長い間、クルマやオートバイ、自転車、歩行者等の「移動」を支えるインフラと

して、社会経済の基盤を担ってきた。一方、最近は、新型コロナウイルス感染症の流行などをき

っかけとして、“ひと”や“もの”の動きにも変化が生じ、新しい生活様式が構築されてきている。 

このように状況が変化するなか、2020 年 6 月には国土交通省道路局から、今後の道路政策に係

るビジョンである「2040 年、道路の景色が変わる～人々の幸せにつながる道路～」が公表された。 

また、同年 11 月には、新たに「歩行者利便増進道路（通称：ほこみち）制度」が創設され、歩

道等の中に歩行者の利便の増進に資する施設の設置が認められるなど、新たな道路空間の活用が

可能となる制度整備も進められている。 

建設コンサルタンツ協会では、2021 年 6 月に会員企業 16 社が参加する「新しい生活様式の道

路空間 WG」（以下「WG」とする。）を設立し、2025 年 12 月までに計 41 回の会合により、新

しい生活様式にふさわしい道路空間利用とそこから生まれる新たなまちづくりの実現について議

論を重ねてきた。 

これまでの活動においては、道路空間の活用方策に関する調査・研究を行い、主な活動成果は
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下記に示す通りである。 

① 「ほこみちインスパイアフォーラム 2021」（国土交通省道路局主催）に参加・発表（2021

年 12 月） 

② パンフレット「建設コンサルタントが考える道路空間のつかいかた～Meet on the Street～」

公表（2022 年 11 月） 

③ パンフレットでの提案を実現するための課題と対応方法について取りまとめ、国土交通省

道路局長に提言を手交（2023 年 6 月） 

④ 専門雑誌「交通工学（一般社団法人 交通工学研究会）」への寄稿（2024 年 1 月） 

⑤ 道路空間を活用したいと考えている主体（事業者、まちづくり団体、地方公共団体の担当者

など）が利用できる「道路空間活用ガイドブック」の作成・公表（2024 年 12 月） 

⑥ 「ほこみちインスパイアフォーラム 2024」（国土交通省道路局主催）に参加し、「道路空

間活用ガイドブック」、建設コンサルタントの魅力を紹介・発表（2025 年 1 月） 

⑦ 「道路空間活用シンポジウム」の開催（2025 年 10 月） 

本項では、「道路空間活用ガイドブック」（図 3-3-25）及び 2025 年 10 月に開催した「道路空

間シンポジウム ～道路の新しい使い方を見つけてみませんか～」の概要について紹介する。 

 

（２）「道路空間活用ガイドブック」の概要 

このガイドブックは、道路の使い方を工夫したいと考えている人や組織が、実際に道路空間を

利活用するまでに必要となる様々な検討事項や手続き、並びに実現した利活用を継続して地域の

活性化につなげるまでの流れを取りまとめたものであり、構成は以下に示す通りである。 

① 困っていることを確認する（まちやみちの弱点を知る） 

② おもしろい利活用事例をみる（みちの使い方の発想を得る） 

③ みちの使い方・手法を考える（理想のまち・みちを考える） 

④ 実現のための手法を考える（まちづくりやモビリティについて考える） 

⑤ みちを使うための手続きを調べる（ほこみち制度を知る） 

 
出典：協会 新しい生活様式の道路空間 WG 

   https://ofiles.jcca.or.jp/files/achievement/committee_report/roadspace250117.pdf 

図 3-3-25 道路空間活用ガイドブック（表紙・裏表紙と目次） 
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（３）「道路空間活用シンポジウム ～道路の新しい使い方を見つけてみませんか～」

の概要 

本シンポジウムは、WG において 2024 年度に作成した

「道路空間活用ガイドブック」の更なる周知と活用を促す

とともに、道路空間を活用した賑わい創出など、建設コン

サルタントによる支援が可能であることを広くアピール

することを目的とした。 

プログラムは学識経験者、実際に道路空間活用を実践さ

れている地方公共団体、まちづくり団体の担当者、WG メ

ンバーが登壇し、道路空間を活用した賑わい創出など、道

路の使い方を工夫したいと考えている人や団体に対して、

実際に利活用するまでに必要となる検討事項や地域の活

性化につながるまでの流れ、ユニークな活用事例を紹介す

るとともに、実現するための手法と必要な手続き、課題を

分かりやすく解説する内容とした。 

図 3-3-26 案内リーフレット  

a） 開催日時・会場 

 2025（令和７）年 10 月 28 日（火）14:00～16:30 

 一般社団法人 建設コンサルタンツ協会会議室（東京都千代田区三番町 1 番地） 

b） 開催方法・参加者 

 会場（50 人程度）＋オンライン（500 人程度）のハイブリッド方式 

 建設コンサルタント、行政機関、社団・財団法人、建築系事務所、大学関係者・大学生、

高速道路会社など全 547 名（会場参加 50 名、Web 参加 497 名）、事前申込者の参加率

は 73％であった。 

 

① はじめに／「道路空間活用ガイドブック」の紹介 

 説明者：新しい生活様式の道路空間 WG  

② 基調講演 

 講師：国士舘大学・理工学部 まちづくり系学 西村亮彦 准教授 

 内容：「道路空間再編・利用から都市の公共性を問い直す」 

③ 事例紹介１ 

「三茶のミライへと続く“ストリート”の使い方」 

④ 事例紹介２ 

「市民中心のほこみちプロジェクト」 

⑤ 事例紹介３ 

内容：「私的な公共空間活用を公益へとつなげる実験」 
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c） シンポジウム終了後のアンケート結果 

シンポジウム終了後、会場参加者及び Web 参加者を対象にアンケート調査を実施した。シンポ

ジウムの企画・内容については高い評価を得ることができ、当初の開催目的を果たすことができ

た。 

 

（４）おわりに 

2024 年度に作成・公表した「道路空間活用ガイドブック」は、社会インフラ整備に携わる建

設コンサルタントとして、まちの骨格となる道路の利活用を更に推進し、道路に賑わいを生み出

し、まちを元気にしたいという想いから始まった検討の成果である。 

2025 年度は「道路空間活用シンポジウム」の開催等を通し、このガイドブックの周知と活用

の促進を図ってきた。シンポジウム開催後に実施したアンケート調査において、ガイドブックに

関する意見等を聴取することができたため、2026 年度に計画しているガイドブックの更新検討

にアイデアとして活用する。 
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中部圏インフラ整備構想 

～実現に向けた取組み～ 

１）はじめに 

「中部圏インフラ整備構想」は、2050年を見据えた“『真の豊かさ』を実感できる国土づくり”

をテーマに掲げ、「安全・安心の確保」「持続可能な経済の好循環の実現」「持続可能な地域社

会の形成」を基本方針として策定された。本構想は、3つのワーキングで構成される推進委員会を

中心に、建設コンサルタンツ協会中部支部が総力を挙げて取り組み、令和7年4月に取りまとめら

れ、令和7年6月に発表会を開催し、中部地方整備局や愛知・静岡・岐阜・三重県の職員、会員企

業などに説明を行っている。構想は策定すること自体よりも、その実行を通じて成果を生み出す

ことが重要である。 そのためには、建設コンサルタンツ協会及び各企業が、本構想の実現に向け

て主体的に取り組み、継続的に推進していくことが不可欠である。 

 

２）中部圏インフラ整備構想の実現に向けて 

建設コンサルタンツ協会中部支部は、中部圏で暮らす人々が「真の豊かさ」を実感できる社会

の実現を目指し、その基盤となる「中部圏インフラ整備構想」の実現に取り組んでいる。本構想

の策定後には広報委員会を立ち上げ、同委員会を中心に、以下の取組みを積極的に推進している。 

ａ）市民・学生など幅広い層への理解促進 

協会は、各委員会活動、講演会、建設コンサルタントフェアなどを通じて、

多くの市民や学生に本構想への理解を深めてもらう。 

ｂ）国・自治体との連携と提案活動 

国や自治体との意見交換会を通じて本構想への理解を得るとともに、各行

政機関が策定するビジョンを補完する提案や、行政が抱える課題への解決提

案を第一段階として提示し、継続的な意見交換を重ねながら取組みを進め

る。令和８年度は、中部地方整備局が掲げるビジョンのうち、「あらゆる関

係者の協働による流域治水の加速化・深化」「安全で快適な道路空間の形

成」「中部の将来を見据えた地域づくり」などを対象に、本構想の適用可能

性を検討し、これらのビジョンを補完する提案を行う予定である。 

ｃ）企業による構想実現への貢献 

各企業は、協会活動の支援に加え、社内での周知や業務を通じた技術提案などにより、本構想

の具現化に努める。 

 

３）おわりに 

本構想は2050年を見据えて策定しているが、今後の経済・社会情勢の変化に応じて、適宜見直

していくことが必要であると考えている。本構想が、中部圏の未来を見据えたインフラ整備の検

討に資するものとなり、この地域で暮らす人々が「真の豊かさ」を実感できる中部圏の実現につ

ながることを、心より願っている。 

 

市民への説明の様子 

支部のトピックス（中部支部） 
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阪神・淡路大震災 30 年 特別講演会を開催 

～安全で強靱な国土形成に向けた技術力の継承と進化～ 
 

近畿支部は、2025 年 5 月 27 日、大阪市北区のグラングリーン大阪 JAM BASE にて、阪神・淡

路大震災から 30 年の節目に合わせた特別講演会を開催しました。本講演会には、震災当時を知ら

ない若手技術者を含む約 230 名が参加し、当時の教訓の継承と将来のインフラの在り方について

熱心に耳を傾ける姿が見られました。 

1. 開催趣旨：次世代への「経験と英知」の継承 

白水支部長は、震災当時に阪神高速道路の橋脚が倒壊した映

像に大きな衝撃を受けた経験を振り返りました。震災から 30 年

が経過し、新たな巨大地震の懸念が高まる中、「当時得られた教

訓や知恵を次世代に伝えることが重要」と強調し、若手技術者が

安全で強靱なインフラについて考える契機とすることを開催の

目的として掲げました。 

2. 基調講演：「本気の事前防災」を実現する 

関西大学の河田惠昭特別任命教授が登壇し、自らの被災体験

や国の防災政策に関与してきた経験に基づき講演が行われまし

た。被害が突如拡大する転換点（相転移）の兆しを見極めることの重要性を説き、事態が悪化す

る前に先手を打って対策を講じることこそが本質的で、「本気の事前防災」であると訴えました。 

3. ケーススタディ：復興への軌跡と進化する災害対応技術 

実務に携わった地震動・港湾、鉄道、道路、河川の技術者 4 名により、各分野における震災当

時の対応と震災以降の技術基準の変遷や耐震技術の進歩について具体的な解説がなされました。 

4. 技術者交流の促進 

講演会終了後には、参加者が講師陣と直接意見を交わす交流会を開催しました。特に若手技術

者にとって、先人たちの熱意や不屈の精神に触れ、具体的な技術への理解を深める貴重な情報交

換の場となりました。 

近畿支部は、この 30 年で培われた「かけがえのない財産」である経験と技術を次世代へ引き継

ぎ、より安全で強靱な社会基盤の構築に貢献していきます。 

 

支部のトピックス（近畿支部） 




